
地域類型別の人口割合の変化（国際比較：2000年～2017年）

■都市部 ■中間地域
■都市部に近い地方部 ■都市部から離れた地方部

〇我が国では都市部の人口割合が上昇する一方、中間地域と地方部が同程度に低下。中間地
域と地方部が同じ動きになっているのが特徴。

(備考) OECD Regions and Cities at a Glance 2018により作成。
・TL3（概ね都道府県レベルのデータ）で作成したもの
・都市部・中間地域・地方部の区分は、当該都道府県(TL3)内における、都市エリアの居住人口割合、地方エリアの居住人口割合
等に基づく（都市エリア、地方エリアの定義は、人口密度や人口数に基づき設定）。

・都市に近い地方部は、（地方エリアだが）都市エリアへの時間距離が短いエリアが多い地方部。

都市部 中間地域 地方部
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総人口に占める都市部等の割合（2017年）
都市部等の人口の総人口に占める割合の変化（2000年→2017年）



各市区町村における転入・転出者数①(都道府県)

(備考)総務省 「住民基本台帳移動報告 2019年(令和元年)」により作成。日本人移動数を利用。
転出数・転入数は各都道府県内の市区町村における数字を合計したものであり、各都道府県からの転出数・転入数を意味するものではない。

〇東京圏、愛知県、大阪府、福岡県、沖縄県の市区町村において転入超過。
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各都道府県内の市区町村における転出数・転入数（2019年）
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各市区町村における転入・転出者数②(政令市、中核市)

(備考)総務省 「住民基本台帳移動報告 2019年(令和元年)」により作成。日本人移動数を利用。

〇政令市については、転入超過の市が多い。
〇中核市については、東京圏と一部の関西圏以外では概ね転出超過。
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転出数・転入数（グロス）
(万人)
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三大都市圏居住者の関係人口

(備考)国土交通省「関係人口の実態把握」(2020年2月18日)より抜粋。
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〇三大都市圏居住者の関係人口（訪問系）は約1,080万人、そのうち就労型は約181万人と推計。



（参考）プロフェッショナル人材事業について

26(備考)まち・ひと・しごと創生本部事務局資料より引用。

〇都市圏などの多様なプロ人材と地方の企業をマッチングするプロフェッショナル人材事業（下記参考）
によって成約したプロ人材は、40歳代以下が約４分の３を占める。約６割は県外への転居を伴わない。

県外への転居有無 (N=8,083)

(令和2年1月末現在)

プロ人材の年代(N=8,083)

※過去の沖縄県の成約７件を除く

20歳代 16%

30歳代

31%40歳代

28%

50歳代

20%

60歳代 5%
70歳超 0%

有 37%

無 63%

未回答 1%

プロフェッショナル人材事業の概要
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